
１．本研究の目的

　製品開発の組織では、市場環境の変化に応じて

組織の分化と統合が行われる。それは、商品力の

向上、開発期間の短縮、業務効率の向上すること

にある。藤本・クラーク（１９９３）によると、組織

の分化によって専門技術力を高め、製品全体の最

適化のために組織は統合される。この統合という

全体最適を進めるには、次のような問題があるこ

とも指摘している。開発した技術を展開するとし

ても、技術移転が容易に行なえるのは開発工程の

上流である。しかし、上流になるほど、情報は不

完全で曖昧であり、商品としての適合性を予測し

たり、評価するには限界があるとしている。

　これまで多くの研究者によって、情報や知識の

移転・伝承における研究が行なわれてきた。例え

ば、延岡（１９９６）は、個別プロジェクトと複数プ

ロジェクトにおける知識の移転に対する理論フ

レームに違いがあることを実証している。青島

（１９９８）は、プロジェクト知識の移転は、プロジェ

クト開発のコアメンバー間の人的連鎖が貢献する

ことを明らかにしている。そして、堀川（２００３）

のように、複雑な複合システム間の技術不均衡が

技術開発の課題や問題設定の方向性を変え、計

測・評価技術によって技術が継承されるという研

究も見られる。

　これらの研究は、様々な業種で精力的に研究が

進められ、知識の移転・伝承だけでなく、製品開

発の方向性や組織のあり方も議論されている。

　延岡（１９９６）は、製品開発における組織タイプ

には、設計、生産、販売といった機能別に構成す

る機能的組織と、プロジェクトや戦略を重視した

プロジェクト組織があるとしている。

　機能的組織は、特定の技術専門家を機能部門別

に集結し、製品開発を実施するものである。その

ため、性能、品質、コストをより高い次元でバラ

ンスさせる必要があり、機能部門間をまとめるプ

ロジェクトマネジャー（Project Manager: 以下
PM と略す）が存在することになる。PM は、機
能ラインに位置され責任は明確であるが、PM の
権限は弱い。

　一方、プロジェクト組織は、製品統合の管理を
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強め、機能部門の分業を再統合する組織形態であ

る。近年の多様な製品開発に対応しなければなら

ないため、組織は、個別プロジェクトに細分化さ

れる。そのため、PM の責任はより明確になるが、
プロジェクト間で重複業務が増え、技術に関する

向上や交流が少なくなりやすい。

　しかし、マルチプロジェクト管理を実施すると

いうことは、個別技術を開発する段階が開発の上

流であるため、移転先の仕様が明確でない状態で

移転を進めなければならないという問題がある。

　先行研究の事例において、情報や知識の移転を

効果的に進めるには、組織の体制と管理者による

調整行動が重要であることが示された。そこで、

本研究は、組織構造、管理者行動、複数の製品開

発における知識の移転・伝承の概念や意味を明確

にし、それぞれの要因間の因果関係を実証する。

加えて、どのようにすればマルチプロジェクト管

理における情報や知識の移転・伝承が促進できる

のかを検討するものである。

２．マルチプロジェクト管理の概念

　藤本・クラーク（１９９３）によると、製品開発を

効率的に実施する方式として、リーン製品開発方

式がある。リーン製品開発方式とは、問題をプロ

セスの最後まで残さず、できる限りプロセスの途

中で解決する方式である。つまり、開発段階の管

理ポイントで解決されるべき問題の「在庫」を低

減することで、製品開発のリードタイムの短縮が

図れるとしている。

　延岡（１９９６）は、このリーン製品開発方式が、

ある特定のプロジェクトでの企画、設計、実験、

生産準備といった機能部門を対象であり、現実で

の多くの産業が複数プロジェクトを実施している

ことから、複数のプロジェクト間を捉える必要が

あるとして、マルチプロジェクト管理の研究を

行った。

　延岡（１９９６）は、マルチプロジェクト管理の実

態を明らかにするため、１９８０～１９９１年の１２年間に

おける日欧米の自動車１７社の調査を行った。その

結果、マルチプロジェクト管理には、新技術戦略、

並行技術移転戦略、既存技術移転戦略、現行技術

改良戦略の４つがあることを明らかになった。

　新技術戦略とは、新技術を他プロジェクトへ展

開することであり、各製品の差別化は容易である

が、開発リードタイムは長くなる。並行技術移転

と既存技術移転は、共に技術の共有であり、限ら

れた資源内で複数の製品を開発する上では適して

いる。現行技術改良では、新しいコア技術の開発

は行なわれず、機能改善のみに留まる。

　この４つの戦略の中から、効果的に技術移転を

行なうには、並行技術移転と既存技術移転が有利

と考えられるが、延岡（１９９６）によると、開発期

間、市場シェアとも並行技術移転戦略が効果的で

あることが導き出された。その理由として、図１
に示すようなオーバーラップの有無をあげた。

オーバーラップを持つことにより、移転元の開発

段階で、移転先の仕様も平行的に考慮できること

と、両プロジェクトの差別化商品への足かせが取

り除きやすいからである。

　ここで、マルチプロジェクト管理の主要因を検

討する。マルチプロジェクト管理のねらいは、複

数のプロジェクト間の技術情報や知識を効率よく

伝達することである。現状の組織を捉えたとき、

技術の複雑性や高度化により、各機能部門の分化

が進み、核技術者の扱う専門領域が狭くなってく

る。開発プロジェクトの統括は、より複雑化し、

困難なものになる。そして、市場の多様性に応え

るため、製品プロジェクト数が増し、ますます機

能開発とプロジェクト開発の十分な調整が困難と

なってくる。

　マルチプロジェクト管理では、機能開発とプロ

ジェクト開発の統合を図るには、部門間の情報の

伝達ための調整が重要としている。そのため、技
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図１　並行技術移転戦略の概念
出典：筆者作成。



術者には同時並行にプロジェクトが進む中で、機

能部門の最適化だけでなく、展開するプロジェク

トへの考慮が求められる。このことから、マルチ

プロジェクト管理は、複数責任体制による仕組み

が必要となる。

　次に、マルチプロジェクト管理は、培ったコア

技術を効果的な資源として共有化を図ることがあ

げられている。それは、品質の確保と生産性の向

上につなげるからである。すなわち、マルチプロ

ジェクト管理を促進する状況を認識するには、部

品や制御の共通化状況を見る必要がある。

　次に、マルチプロジェクト管理は、機能開発と

プロジェクト開発の統合を図ることから、部門間

の連携が重要な要素になってくる。新しい技術を

開発するときのプロセスや部品のすり合わせでの

情報や知識の多くは、具体的な形として記録する

ことは難しい。そのため、担当者間のコミュニ

ケーションを頻繁に行うことが求められるように

なる。すなわち、部門間の関連情報（コンテクス

ト）への対応が必要となってくる。

　次に、マルチプロジェクト管理は、他プロジェ

クトへの技術を展開するときは、互いの技術者間

で採用後の評価結果を確認することが重要として

いる。それは、その評価結果によって、新たな課

題や問題が浮き彫りになり、互いの技術知識をも

とに解決策に結びつき、コア技術の育成と効果的

な技術の展開が行えるからである。そのことから、

互いに確認し、学習するという確認行動は、マル

チプロジェクト管理において重要な要素といえる。

　次に、マルチプロジェクト管理における情報や

知識の伝達の状況を認識することである。技術の

移転もとと移転先との間では、情報や知識の伝達

が盛んに行われなければならないとしている。そ

の状況を把握することによって、組織の状態やプ

ロジェクト開発を管理する管理者の行動からの影

響を把握することができると考える。その状況を

測るため、情報の量、情報を伝達が上司かまわり

に対してかの方向性、情報を伝えるためのその手

段や方法、情報が組織内に行き渡っているかの分

布状況があげられる。

　最後に、IT は、設計作業の効率化やプロジェク
ト間の仕様の整合性を検討するために、欠かせな

い道具となっている。CAD、構造解析システム、
各種情報を管理するデータベースシステムの整備

を進めることによって、予測技術の精度が高まり、

開発の早い段階から他プロジェクトへの展開を検

討することができる。すなわち、IT は、複数のプ
ロジェクト間における不足情報を補うための手段

となっており、IT の活用状況を把握する必要があ
る。

　以上のことから、本稿は、マルチプロジェクト

管理を表す要因として次の６つを取り上げること

にする。

① 複数責任体制：複数プロジェクト
② 部品や制御の共通化：共通化
③ 高コンテクスト情報への対応：高コンテクス
トの有無

④ 互いに確認し学習するための確認行動：伝達
後の確認

⑤ 情報の伝達（情報量、伝達方向、伝達方法、
分布）：情報量、情報の伝達方法、情報の伝達
方向、情報の分布

⑥ IT の活用：IT の活用
　これらの主要要因を捉えることによって、複数

プロジェクト管理の状態をあらわすことができる

と考える。

３．組織構造の特性

　組織が適切な行動を展開するためには、それに

先立つ意思決定の際に、十分な情報を処理する必

要がある。それは、環境の変化や技術の発展とい

う要因に、いかなる影響を与えるかを決めること

である。環境に対する組織構造を研究者の代表は、

Burns & Stalker （１９６１）があげられる。
　彼らの研究は、環境条件の変化に対する異なる

組織形態の適応性を調査した。絶え間ない市場や

技術の変化に適応するにあたって、管理組織には

「機械的システム」と「有機的システム」という理

念を一つの連続軸の両極端に位置づけられること

を発見した。２つの管理システムの特徴を表１に
示す。

　Burns & Stalker （１９６１）によると、機械的シス
テムとは、外部環境が安定しているとき、内部の

組織は多くの規則や手続きを備え、明白な階層構

造を特徴としている。このような組織は、個人に

割り当てられた業務を正確に実行し、情報は上司

に報告される。
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　また、有機的システムとは、急速に変化する環

境において、内部の組織は、規則や決まりが少な

く、権限の階層構造は明確でなく、意思決定は下

位に分散されているとしている。このような組織

は、環境の不確実性が増すにつれて、組織は有機

的になりがちで、権限や責任を下位レベルに分散

させ、従業員を互いに協力させて問題解決に取り

組むことになる。

　この概念をもとに、組織成員の主観的な認知を

媒介として、組織構造を測定し、次元を導き出し

た Hage & Aiken （１９６９a, b）や Hall （１９８３）の研
究がある。

　Hall （１９８３）によると、組織構造とは「組織内の
分業関係と組織内の階層的関係という２つの意味

が含まれており、成員の行動をコントロールし、

組織内の権力行使、意思決定、組織活動の実行の

枠組みを作り出す」と定義している。これに従う

と、組織構造とは、組織の枠組みだけでなく、環

境変化に適合するための組織行動であるというこ

とになる。そして、機械的システムと有機的シス

テムの違いを示すことを目的として、Hall （１９８３）
は、Hage & Aiken （１９６９a, b）による医療機関を
対象とした実証研究に企業組織を加えることで、

集権化、公式化、複雑性の３次元からなる多次元

概念を明らかにした。

　Hall （１９８３）によると、集権化とは、意思決定の
権限を組織階層の上部に集中しておく決め方であ

る。これに対して、意思決定の権限を組織階層の

下部に委譲する分権化がある。集権的な組織は、

機械的組織とされ、意思決定の調整が行いやすい

利点を持つが、現場からの情報が伝わり難く、意

思決定の質が低下するとされている。分権的な組

織は、有機的組織とされ、成員の参画意識が高く、

意思決定の質を高める利点を持つが、意思決定の

調整が難しいとしている。

　次の公式化については、分業の調整のため、あ

る一定の状態が起こったときに人々がとるべき行

動をあらかじめ決めておくことである。公式化さ

れたルールや手続きに従い行動する組織を機械的

組織とされ、協議や管理者による調整は不要にな

る。しかし、公式化された規則が厳格に適用され

たときには、規則や手続きの遵守が重んじられ、

不測の事態への対応により、規則や手続きが複雑

化することになる。組織を取り巻く環境が不確実

な場合、公式化の程度は低くなり、組織は有機的

組織になるとしている。

　最後に、複雑性とは、組織における分業の進展

とその職務内容の高度化である。安定的な環境に

おける組織は、分割の動きも少なく、公式的な手

続きを元に効率よく業務が進められる。このよう
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表１　機械的システムと有機的システムの特徴

有機的システム　機械的システム　

知識と経験の共通タスクで分化する（a）機能的な専門タスクで分化する（a）
個々のタスクの現実的な本質（全体との関連で設定）（b）タスクが全体とは異なる目的や技術革新を追求（b）
他と相互作用による個々のタスクが調整される（c）上司による異なるパフォーマンス部門との調整（c）
職務の権利、義務、方法から脱皮（d）職務の権利、義務、方法が厳密に規定（d）
専門技術の定義を超えた関心へのコミットメントの
拡大

（e）機能的地位の責任が権利、義務、方法で解釈される（e）

コントロール、権限・伝達のネットワーク構造（ f）コントロール、権限・伝達の階層構造（ f）
トップに関連知識を集めず、ネットワークでどこに
でも存在する

（g）タスク間の調整や関連する評価や知識が階層の上位
に集まる

（g）

縦方向ではなく、異なった関係の人とのコミュニ
ケーション（指示より相談）

（h）上司と部下という垂直的な関係で影響しあう（h）

コミュニケーションは指示よりも情報やアドバイス（ i）上司による命令と指示による仕事の振る舞いや働き
で治められる傾向

（ i）

関心のあるタスクや技術的な特性にコミットメント（ j）メンバーは、組織に従順と忠誠を強調する（ j）
重要なことは、会社外部の技術的専門集団にも有効
な専門知識を持つこと

（k）経験、技能、知識は、全体（コスモポリタン）より、
内部（ローカル）と結びつけることが重要

（k）

出典：Burns & Stalker (1961) pp.119–122、より作成



な組織を機械的システムとしている。環境の変化

が激しい組織では、その状況に応じて組織が分割

し、複雑性に対応しようとする。このような組織

を有機的システムとしている。

４．組織構造とマルチプロジェクト管理との
関係

　Burns & Stalker （１９６１）は、不確実性の高い組
織では、有機的システムになるとしている。製品

開発の組織構造を考えた場合、その活動は、業種

により異なるが、３～４年以上の時間的間隔を

もって行動している。そして、各部門は機能によ

り細分化し専門性は高く、プロジェクト・チーム

を形成し、規則にあまり縛られないようにするこ

とで、新たな問題に取り組んでいる。

　このような製品開発組織を取り巻く状況とこれ

までの先行研究からとらえて、一般的に製品開発

組織は、有機的システムに近い組織構造を示すも

のと考えられる。

５．管理者行動の特性

　筆者は、いかにすぐれた経営戦略が経営トップ

や製品企画スタッフによって策定されたとしても、

それがうまく成果に結びつくか否かは、製品開発

活動をマネジメントするリーダーの存在は欠かす

ことができないと考える。現場レベルから生じた

革新的アイデアを実現に導くストーリーには、ミ

ドル・マネジャーによる擁護や他部門の協力調整

がなければならないからである。

　金井（１９９１）は、戦略・変革型ミドル・マネジ

メントに関する研究を体系的に分析を行い、研究

開発におけるリーダーシップについて言及してい

る。その内容は、組織構造の革新を実施するミド

ル・マネジャーを中心とした情報ネットワークが

できあがっているという研究内容となっている。

金井（１９９１）の研究と本研究の目的を照らし合わ

せても、多くの示唆が得られる内容である。

　金井（１９９１）は、製品開発や生産技術部門を対

象に、質問票調査およびインタビュー調査を実施

した。その結果、以下のような発見事実を示した。

　まず、すぐれた管理者は、公式の計画をそのま

ま部下に押しつけるのではなく、自分なりのア

ジェンダを持ち実行していることである。ここで

いう自分なりのアジェンダとは、自分なりの人的

ネットワークないしは、対外的活動を重視してい

ることをさしている。

　次に、戦略・革新指向のミドル・マネジャーの

管理者行動を、サーベイ法によって測定すること

は可能であることである。ただし、これまでの

リーダーシップ論で扱われてきたタスク指向と人

間関係指向だけでは十分でなく、マネジャーの先

見性や言動の一貫性などを通じて蓄積される信頼

も重要であることが指摘されている。

　管理者行動サーベイ法について、金井（１９９１）

は、表２に示すような３次元の上位概念のもと、
１１次元の構成を確定している。

　まず、上位次元の広義の人間指向のリーダー行

動は、従来からリーダーの基本的行動としての

「配慮」に加え、革新を推進する触媒となる「信頼

蓄積」と人的資源として部下の学習促進を図る

「育成」からなる。

　次の広義のタスク指向のリーダー行動は、目標

を実行させようとする「達成圧力」、危機意識を通

じ目標水準を高める「緊張醸成」、仕事の方針を伝

える「方針伝達」、管理者自らの課題を編み出す

「戦略的課題の提示」からなる。これらは、カン

ター（１９８３）の「ミクロ変化―マクロ変化」のプ

ロセスモデルに対応している。これらの次元は、

現実の変化に要請される多様性に対して、マネジ

メントがどのような行動をとっているか、将来に

つなげていこうとする糸口をえようとするもので

ある。

　最後に、対外的活動は、連動性創出、連動性活

用および革新的試行の次元が含まれている。金井

（１９９１）によると、これらの次元を含む対外的活動

とは、他部門との調整、技術シーズのチャンピオ

ニング（主唱活動）、外部からの批判・抵抗への防

波堤である。また、対外的活動は、部下を動機づ

ける意味もあり、革新指向のミドル・マネジャー

を捉えるうえで欠かせない次元であるとしている。

　以上のように、製品開発を担当するマネジャー

には、管理者としての基本的行動である人間指向

とタスク指向のリーダーの役割によって活動する

部分と、連動性創出、連動性活用という管理者の

役割とは無関係な部分が存在することがわかる。
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６． 管理者行動とマルチプロジェクト管理と
の関係

　ここまで、金井（１９９１）の戦略・変革指向のミ

ドルにおける管理者行動をレビューしてきた。そ

の結果、リーダーに求められる要件として、第１

に、対人的行動という組織内の管理行動をとるこ

と。第２に公式的計画にとらわれず、戦略的なタ

スク活動を行なうこと。第３に対外的活動という

組織外との調整行動を積極的に活動していること

がわかった。

　延岡（１９９６）は、マルチプロジェクト管理の実

現要件のひとつとして、管理者の部門間の調整行

動をあげていたが、金井（１９９１）をレビューする

ことにより、対人的行動とタスク的行動もマルチ

プロジェクト管理を行なう重要な要素であると考

える。

　対人的行動においては、リーダーの部下への配

慮、リーダーとしての日頃から信頼性を蓄積する

ことは、組織内外の人間関係を良好にすることで

あり、情報や知識の伝達を促進すると考えられる。

　タスク的行動においては、決められた目標を能

率よく達成するためにリーダーが行動する特性で

あり、プロジェクト開発を推進する原動力となる

からである。

　そこで、本研究では、管理者の調整行動をあら

わす次元の対外的行動に加え、対人的行動とタス

ク的行動を採用し、マルチプロジェクト管理にど

のように影響をおよぼすかを測定することにする。

７．分析モデルと仮説

 （ １ ） 　分析モデル
　図２は、本研究の分析モデルである。この分析
モデルは、従属変数のマルチプロジェクト管理に

対して、独立変数の組織構造と管理者行動がどの

ように影響をおよぼしているかを表すものである。

そこで、この従属変数と独立変数の因果関係を明

らかにすることで、どの次元が強く影響を及ぼし

ているのか、従属変数の次元を高めるためにはど

のように行動をとればよいかを考える。

 （ ２ ） 　仮　説
　分析モデルを作成したときの従属変数と独立変

数の因果関係における基本仮説を設定した。

　まずは、組織構造がマルチプロジェクト管理に

与える影響についての仮説である。

 【仮説１】
　組織の公式化が下がり、権限委譲が高まると、
関係者による情報の収集が頻繁に行われるように
なり、情報の伝達が促進する。

 【仮説２】
　組織の公式化が高まり、権限委譲が進むと、担
当プロジェクト開発への役割認識が高まり、プロ
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表２　管理者行動サーベイ１１次元の概要

行動の内容下位次元上位次元

人間としての部下の気持ち・考え方を理解し尊重し人間関係を保つ。配慮
広義の人間
志向のリー
ダー行動

言動の一貫性、現場重視の姿勢によって、リーダーとしての信頼性を蓄積する。信頼蓄積

部下のスキル・知識の長短を人材ポートフォリオとして描き、各人の経験の幅を広げ
させ、人的資源として部下を育成・学習促進する。

育成

決められた目標を期限どおりに最後まで能率よく達成するように要求する。達成圧力

広義のタス
ク指向の
 リ ー ダ ー 行動

会社の戦略と結びつけながら、長期ビジョンや重点課題を打ち出し、斬新的に部門戦
略を練り上げ提示する。

戦略的課題の
提示

社内外競争、現状の危機意識から目標を高め、緊張感を醸成する。緊張醸成

自らのノウハウをモデルとして部下に伝え、めざすべき行動やルールを学習させる。 モ デ リ ン グ促進
会社で公式に決められた方針をきちんと伝える。方針伝達

上司、他部門、社外の人々との協力関係を創り出す。連動性創出

対外的活動 社内外に創出した協力関係を戦略的課題の実施、革新的試行の実現に活用する。連動性活用

新たなアイデアを積極的に実施していく。革新的試行

出典：金井（１９９１，pp.２８３–２８４）を修正



ジェクト間の共通化が高まる。

 【仮説３】
　組織の複雑性が高まるほど、要素技術の専門性
が高まり、情報や知識のコンテクストが高まる。
　次に、管理者行動がマルチプロジェクト管理に

与える影響についての仮説である。

 【仮説４】
　管理者行動（対人的、タスク、対外的）が高ま
る程、プロジェクト間の情報の伝達が高まる。

 【仮説５】
　管理者のタスク活動や革新志向が高まると、新
たな課題への挑戦による部門内外のネットワーク
が重要となり、IT の活用が高まる。
 【仮説６】
　管理者行動の対外的活動が活発化すると、部門
間の連携性と新たなアイデア提案の試行が高まり、
他プロジェクトの結果の確認行動の頻度が高まる。
　以上の基本仮説にもとづき、マルチプロジェク

ト管理、組織構造、管理者行動の状態と、それら

を規定する諸要因に関する因果関係モデルを構成

し、その統計的な妥当性を検証する。

８．方　　法

 （ １ ） 　調査対象
　研究方法はアンケート調査によって組織構造と

管理者行動がマルチプロジェクト管理に対する関

連性を明らかにするものである。アンケート調査

は、２００４年１０月に約３週間にわたって行った。対

象とする企業は、製造業 A 社の製品開発プロジェ
クトを担当するマネジャーおよびアシスタント・

マネジャーである。調査票を２３０配布し、２２４の有

効回答が得られた。

　回答をいただいた企業の製品開発プロジェクト

は、約３～４年の開発期間を要し、製品自体が

１,０００を越す部品で構成され、複雑な機能で組み合
わさっている。また、企業外部の消費者とも関連

性が強い。そして、開発の形態は、複数のプロ

ジェクトが同時に進められている。

　このような製品開発プロジェクトを担当し、プ

ロジェクト開発を指導する立場の方々から調査の

協力が得られた。表３と表４に、回答者のプロ
フィールを示してある。
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表３　回答者の年齢構成

割合回答者数年齢

 ２９％ ６５３０歳代

 ５４％１２１４０歳代

 １７％ ３８５０歳代

１００％２２４合計

図２　分析モデル
出典：筆者作成。



 （ ２ ） 　調査項目
　分析モデルに関する仮説を検証するために、

Hage & Aiken （１９６９a, b）、Hall （１９８３）、金井
（１９９１）で用いられた質問項目をもとにリワード

を行なった。マルチプロジェクト管理は、延岡

（１９９６）を元に筆者が解釈し、質問項目を作成した。

　これらの質問項目から、マルチプロジェクト管

理に対する組織構造の次元とリーダーの行動が影

響を及ぼす度合いを分析した。質問項目の尺度は、

“あてはまらない”から“あてはまる”までの５段

階評定尺度である。

 （ ３ ） 　分析方法
　本研究の目的は、分析モデルの従属変数と独立

変数間の因果関係を明らかにすることである。そ

のため、分析は、まず因子分析にかけ、組織構造、

管理者行動、マルチプロジェクト管理の主要因子

を抽出した。そして、重回帰分析により因子間の

因果関係を求めた。

 （ ４ ） 　分析手続
　因子抽出は、主因子法、バリマックス（直交回

転）である。因子の選択基準は因子負荷量０.５以上、
共通性０.１６以上、尺度信頼係数０.７以上とする。

因子分析結果は、表５、表６、表７に示す。重回

帰分析で使用する尺度得点は、因子項目の平均値

とした。そして適合度の高いパス図を作成するた

め、５％水準、１％水準、０.１％水準で有意な因
子のみでパス図にまとめた。

９．分析結果

 （ １ ） 　組織構造の因子
　表５は、組織構造に関する因子分析結果である。
二つの因子が抽出された。第１因子は、上司の監

視、自己の役割から「役割認識」とする。第２因

子は、業務基準や業務範囲の規定から「公式化」

とした。

 （ ２ ） 　管理者行動の因子
　表６は、管理者行動に関する因子分析結果であ
る。五つの因子が抽出された。第１因子は組織内

への緊張醸成と部下への配慮行動から「配慮」と

した。第２因子は、新しい提案への取り組みから

「革新指向性」とした。第３因子は、目標達成への

圧力から「達成圧力」とした。第４因子は、方針

を伝達する内容から「方針伝達」とした。第５因

子は、成功・失敗談の継承から「モデリング促進」

とした。

 （ ３ ） 　マルチプロジェクト管理の因子
　表７は、マルチプロジェクト管理に関する因子
分析結果である。六つの因子が抽出された。第１

因子は、情報の伝達の方向や方法から「情報の伝

達」とした。第２因子は、プロジェクト間の共通

化より「共通化」とした。第３因子は、形式化が
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表４　回答者の部門内訳

割合回答者数業務

 ２１％ ４７企画部門

 ５１％１１４設計部門

 ２８％ ６３実験部門

１００％２２４合計

表５　組織構造の因子分析結果　（バリマックス法）

共通性公式化役割認識　Cronbach のアルファ係数：０.７１３

０.５１５０.０２８０.７１７自分が常に監視されているかのように思っている２-６
０.３０７０.１１４０.５４２決められた職務分担にこだわらず、必要な知識・経験をもとに仕事の分担が決められている２-８
０.４１６０.３５７０.５３７仕事上起こった問題は上司と相談し解決している２-５
０.２８７０.１５５０.５１３自社だけでなく、どこでも通用するプロになれということが強調される２-７
０.５１８０.７１１０.１０７職場には、細かなマニュアルや規則 （ルール） が定められ、その基準を基に行動している２-２
０.４３４０.６５５０.０７６各自は上司から細かな指示を受けている２-４
０.２９７０.４８９０.２４０各自のやるべき業務内容や仕事の範囲がはっきりしている２-１

２.７７３１９.１３５２０.４７８因子寄与率

出典：筆者作成。



難しい情報から「高コンテクストの有無」とした。

　第４因子は、伝達後の確認から「伝達後の確認」

とした。第５因子は、IT の活用から「IT の活用」
とした。第６因子は、情報の分布から「情報の分

布」とした。

 （ ４ ） 　因果関係の分析
　マルチプロジェクト管理を従属変数、組織構造

と管理者行動を独立変数とした重回帰分析を実施

した。表８には、因果関係の信頼性を示す調整済
み決定係数（adjusted R2: 以下 ajd R2と略す）と、

変数間の影響力を示す標準偏回帰係数 （β） を示し
ている。加えて、従属変数の平均値 （ave） と標準
偏差 （σ） も記載している。
　まず、情報の伝達に対する独立変数の影響に着

目する。情報の伝達を従属変数とした場合、ajd R2

は .６２８ （p ＜ .００１） であった。β 値は、配慮が .６０ 
（p ＜ .００１）、革新指向性が .１８ （p ＜ .００１）、公式化
が .１３ （p ＜ .０１）、モデリング促進が .１４ （p ＜ .０１） 
であった。なかでも、配慮が最も高い β 値を示し

ている。

　共通化に着目すると、ajd R2は .３９ （p ＜ .００１） で
あった。β 値は、役割認識が .３２ （p ＜ .０１）、モデ
リング促進が .１７ （p ＜ .０５） であった。β 値を比較

すると、役割認識の方がより高い値を示している。

　高コンテクストの有無に着目すると、達成圧力

が .１７８ （p ＜ .０５）、方針伝達が –.１６６ （p ＜ .０５） か
らの影響が見られるものの、ajd R2が .０４と低いた
め、十分な因果関係を示しているとはいえない。

　伝達後の確認に着目すると、ajd R2は .３５１ （p ＜
 .００１） であった。β 値は、革新指向性が .４２６ （p ＜
 .００１） であった。
　IT の活用に着目すると、ajd R2 は .２８ （p ＜ 
.００１） であった。β 値は、革新指向性が .２１６ （p ＜
 .０１）、公式化が .１３５ （p ＜ .０５） であった。また、
それぞれの β 値を比較すると、革新指向性の影響

がより強い影響を示している。

　情報の分布に着目すると、モデリング促進から。

１９２ （p ＜ .００１） という影響が見られるものの、ajd 
R2が .０１と低く、十分な因果関係を示していると
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表６　管理者行動の因子分析結果　（バリマックス法）

共通性
モデリン
グ促進

方針
伝達

達成
圧力

革新
指向性

配慮　Cronbach のアルファ係数：.９０９

０.７３０.１５２０.１５１０.１８６０.０７８０.８０２あなたの上司は、ぎりぎりいっぱいの仕事を要求していますか３５２

０.６５４０.０８７０.０７０.１４５０.１３８０.７７５部下の悩みや不満を理解していますか３１３

０.６０６０.０９５０.０８２０.１９２０.２１５０.７１２部下の意見をかたよりなく聞いていますか３１２

０.５６５０.０６５０.２３５０.２２６０.０８１０.６７部下の気持ちや立場を大切にしていますか３１１

０.５５８０.０９４０.２４９０.２２９０.１２４０.６４７あなたの上司は、業務への危機意識を持続させていますか３５３

０.５６１０.１５０.２６７０.３４５０.０６７０.５８６更に上の上司や他部門に対して部下の立場を踏まえた主張をしていますか３a２
０.５０５０.０５４０.３３８０.２９６０.０９２０.５４部下に仕事の方針を伝えていますか３８３

０.８４４０.０５９０.１１０.０２６０.９１０.０１１問題解決に際し、自ら新しい提案し改善を図っていますか３b３
０.７４４０.０６０.０５２-０.０４１０.８５６０.０５７従来の仕事のやり方にとらわれず、新たなやり方を試していますか３b２
０.７１２０.０８５０.０５４-０.０２４０.８３２０.０９８新たなアイデアを積極的に試していますか３b１
０.４３９０.０９５０.０５９０.２０３０.５９８０.１６５仕事に必要な知識・技術は充分持っていますか３a３
０.４８４０.１９１０.０５４０.１１２０.５９３０.２８４上司と意思疎通を図っていますか３９２

０.７５８０.０７５０.０７０.８２４０.００９０.２６あなたの上司は、 目標の達成を最後まであきらめないよう求めていますか３４３

０.６２５０.０５８０.１４１０.６６６０.０６７０.３９３あなたの上司は、あなたに仕事の質を厳しくチェックしてきますか３４２

０.５０３０.１２３０.１６０.６１０.１０２０.２８２あなたの上司は、仕事の納期や期限を守るように求めていますか３４１

０.９８３０.１０７０.８８５０.１４３０.１２０.３９４部下に会社の動きについて知らせていますか３８２

０.６９１０.１７５０.６９８０.２０１０.１５９０.３２９部下に会社の方針について知らせていますか３８１

０.７８９０.８３５０.０６７０.０８８０.２５４０.１２３部下に仕事の上での成功談・失敗談を語っていますか３７１

０.７６１０.８２３０.１５３０.１１９０.１０２０.１８７自分のノウハウを自ら部下に示していますか３７２

１２.５１２８.３０８８.９９１１０.７２５１６.８３１２０.９９７因子寄与率

出典：筆者作成。



はいえない。

１０．仮説の検証

 【仮説１】
　組織の公式化が下がり、権限委譲が高まると、

関係者による情報の収集が頻繁に行われるように

なり、情報の伝達が促進する。

 【検証の結果】
　棄却された。ただし、情報の伝達の次元は、有
機的組織の部門間の相互作用による調整や組織内
外とのネットワーク活用によって促進される。し
かし公式化と情報の伝達との関連性をみると、公
式化が高まることにより関係者間の情報の伝達は
多くなることがわかった。
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表７　マルチプロジェクト管理の因子分析結果（バリマックス法）

共通性
情報の
分布

IT の
活用

伝達後
の確認

高コンテク
ストの有無

共通化
情報の
伝達

　Cronbach のアルファ係数：０.８４１

０.７８４０.１８９–０.０１３０.１９０.０３９０.１５４０.８２９上司とは、同時的に情報を共有化していますかc３２２
０.４７８０.０６０.０７２０.１０.００４０.１０７０.６６９上司とどの程度接触しますかc３５１
０.５３５０.１２２０.１７６０.１９４０.０４８０.０３８０.６６９あなたは、上司に現場で起きている問題や状況

を早く伝達するようにしていますか
c３５３

０.４５９０.０５１０.１２５０.０１２０.０４９０.０４４０.６６あなたの上司は、状況に応じた情報を効果的に
伝達してくれますか

c３５２

０.５３０.２６１–０.０６７０.１２５０.２０.１３２０.６２上司との調整には、フェース・ツー・フェース
によることが多いですか

c３２１

０.６７７０.０６８０.０１８–０.００５０.０３５０.８１９０現在並行に進められている他プロジェクトとの
共通化率は高いですか

c２３

０.５０８０.０６３０.０９９０.１８３０.１６７０.６５７０.０４２部門間にまたがる部品や制御仕様の共通化は進
められていますか

c２１

０.５０.０５２０.０８６０.１０３０.１９５０.６４７０.１５２担当プロジェクトの技術情報を、他プロジェク
トへも同時に展開していますか

c１６

０.４１７０.１３–０.０１３–０.０１９–０.０４５０.６２５０.０８７前モデルとの共通化率は高いですかc２２
０.４４１０.３０３０.１３１０.０８４–０.０６１０.５２３０.２１９設計変更に伴う情報伝達は、関係者へもれなく

通知されていますか
c３１１

０.９２５０–０.００９–０.０１０.９５６０.１０２–０.０１９部品や制御系など要素技術に関する適合性の多
くは、形式化されていない知識が多い

c４２

０.６３４０.０３５０.０４１０.０１４０.７９２０.０２４０.０４８他部品や車両など統合技術に関する適合性の多
くは、形式化されていない知識が多い

c４３

０.３３９０.０７８０.０１３０.０２２０.５５４０.０７４０.１４２技術情報は、図面や仕様書だけでは表現できな
い知識が多い

c４１

０.７８２０.０８７０.１４５０.８４３–０.００５０.０７８０.１９２あなたは、まわりや関連部門に正確に理解され
たかフォローしていますか

c３３２

０.６７８０.０９２０.１０.７５９０.０３４０.１３６０.２５３あなたは、上司および部下が正確に理解された
かフォローしていますか

c３３１

０.８７６０.１６９０.９１０.０３７０.０４１０.０２２０.１２８設計検証では、データベースや CAD・CAEなど
にある情報を再利用している

c５２

０.４５３–０.０５０.６１７０.１８６０.００８０.１６２０.１０１開発で得た技術情報の多くは、データベースや
CAD・CAE に残している

c５１

０.６６７０.７０４０.０７１０.１７２０.１３０.１６３０.３０４あなたは、問題を解決する上で、まわりの人や
部門外の人達の意見を聞いて解決する方ですか

c３１３

０.４５１０.５６３０.０４５０.０２６０.０３８０.３０２０.１９７開発に関する関連情報やノウハウは、上司、同
僚、部下などが多く持っていますか

c３１２

１１.１３６５.８５１７.０５１７.９２１０.４７１１２.７６３１４.５４９因子寄与率

出典：筆者作成。



 【仮説２】
　組織の公式化が高まり、権限委譲が進むと、担

当プロジェクト開発への役割認識が高まり、プロ

ジェクト間の共通化が高まる。

 【検証の結果】
　支持された。機械的組織の特性である業務標準
や基準という公式化、開発プロジェクトへの役割
認識や忠誠心によって、プロジェクト間の部品や
システムの共通化が高まることがわかった。

 【仮説３】
　組織の複雑性が高まるほど、要素技術の専門性

が高まり、情報や知識のコンテクストが高まる。

 【検証の結果】
　棄却された。複雑性が高まることによりコンテ
クストに影響をおよぶものではなかった。

 【仮説４】
　管理者行動（対人的、タスク、対外的）が高ま

る程、プロジェクト間の情報の伝達が高まる。

 【検証の結果】
　支持された。管理者行動の対人的行動、タスク
的行動、対外的行動は、情報の伝達に対して影響
することがわかった。

 【仮説５】
　管理者のタスク活動や革新志向が高まると、新

たな課題への挑戦による部門内外のネットワーク

が重要となり、IT の活用が高まる。

 【検証の結果】
　支持された。管理者の革新指向性と組織構造の
公式化は、IT の活用に影響している。

 【仮説６】
　管理者行動の対外的活動が活発化すると、部門

間の連携性と新たなアイデア提案の試行が高まり、

他プロジェクトの結果の確認行動の頻度が高まる。

 【検証の結果】
　支持された。管理者の対外的活動は、情報の伝
達後の再確認を促進していることがわかった。

１１．結果の解釈と考察

 （ １ ） 　結果の要約
　表８は、従属変数と独立変数の関係を示したも
のである。マルチプロジェクト管理に対して、組

織構造と管理者行動がどのような影響を与えてい

るのかを、β 値によって示すことができる。本分

析で採用した項目は、先行研究による、不確実性

への組織構造と戦略・革新的状況に優れた管理者

の行動・態度を基に設定したものである。した

がって、製品開発の生産性向上を高めることが可

能なマルチプロジェクト管理と、組織構造および

管理者行動との関係を確認することは、組織構造

や管理者行動により、製品開発の生産性を向上さ

せる具体的な提案を示すことができると考える。

　以下では、マルチプロジェクト管理に対する組

織構造と管理者行動からの影響を探る。なお、各
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表８　重回帰分析の結果のまとめ

調整済み
決定係数

（ajd R2）

標準
偏差

（σ）

平均

（ave）

管理者行動組織構造

モデリン
グ促進

方針
伝達

達成
圧力

革新
指向性

配慮
役割
認識

公式化

.６２８.６９３.７１.１４**.０６９.０５１.１８***.６０***.０４８.１３**情報の伝達
複
数
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理

.３９.８２１３.４３.１７*.００７–.００４.０２９.０７２.３２**.０５１共通化

.０４.７８６３.９３.１０４–.１６６*.１７８*.０８１.１４２–.００８–.１１１
高コンテクスト
の有無

.３５.７５５３.３５.０１７.００４.０７.４２６***.１０５.０４１.０５６伝達後の確認

.２８.９１１２.８３.５.２２.１２２.２１６**–.１１.１２９.１３５*IT の活用

.０１.７１６３.７９.１９２**–.０３８.０５４.０４９.１７２.０９７–.０４３情報の分布

数値は標準化係数 （β）　*p ＜ .０５、**p ＜ .０１、***p ＜ .００１ 太字は有意確率が５％、１％、０.１％で有意を示す。
出典：筆者作成



従属変数への影響変数を表すパス図を表記し、各

因子の質問項目 No を記載する。

 （ ２ ） 　情報の伝達
　図３は、情報の伝達に対して影響を与える変数
をそれぞれの β 値であらわしたパス図である。こ

れは、情報の伝達に対して、配慮、革新指向性、

モデリング促進という管理者行動と、公式化とい

う組織構造が強い影響を与えていることを示して

いる。

　この結果から、①組織への緊張醸成を図り部下

との信頼関係を築く。②新たなやり方に積極的に

取り組み、部門間の連携を図る。③開発によって

互いに得た知識やノウハウを伝え合う、という行

動によって情報や知識の伝達・伝承が促進される

と解釈できる。

　例えば、エンジンの開発では、燃費と出力性能

を両立するために新たな吸気系制御技術を検討す

ることがある。その内容は、微細な「燃焼との戦

い」を繰り返し積み重ね、関係者間で多くの時間

をかけることである。近年、吸気系１）は樹脂イン

テークマニホールドが採用されるようになってき

た。そのねらいは、素材をアルミから樹脂に変え

ることによる軽量化もあるが、部品加工の容易性

もある。しかし、燃焼は吸気形状に大きく左右さ

れ、部品を取り付けるだけでも使用条件を考え

セッティングを行なわなければならない。そのた

め、開発担当者は、デバイスメーカーの技術者と

互いに技術を持ち寄りながら、計測・評価を重ね

ることで、燃費と出力目標を達成する空気の流れ

をコントロールするというプロセスを経るのであ

る。

　このように、共同で技術を積み上げる理由につ

いて、A 社の K 氏（開発部門主幹）は次のように
語っている。

　「燃焼に影響する吸気系の役目は、理想の燃焼を

めざすことです。それは、空気と燃料の流れを可

能な限り制御するものです。これには流体解析技

術と流体計測技術が必要です。吸気系をどのよう

に作るかというノウハウがない限り作れないんで

す。僕らはこんな技術があるんですけどとか、評

価結果はこうなりましたとかを持ち寄り、やり取

りしていくという形で共同開発を行なうわけで

す。」２）

　このように、共同開発による技術の積み重ねに

よって、商品としての付加価値を生むことになる。

そこで、開発の目標を達成するために、管理者に

は、組織に緊張感を醸成しつつ、部下との信頼関

係を築くと共に、部門間組織間との連携が求めら

れる。

 （ ３ ） 　共通化
　図４に示すように、共通化に対しては、役割認
識とモデリング促進からの有意な影響があり、仮

説２を支持するものであった。なかでも、役割認

識からの影響が強かった。役割認識とは、目標達

成を達成するために、自己の専門能力を活かし、

納期通りに成果を導き出すという行動である。

　また、モデリング促進とは、ノウハウをまわり

に伝えることである。このことから、共通性を高

めるためには、管理者が職務を十分に認識し、移
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図３　情報の伝達への影響
出典：筆者作成。

図４　共通化への影響
出典：筆者作成。　 　  

１）吸気系（intake system）：エアクリーナー前方の空
気取入れ口からシリンダーヘッドの吸気ポートまでを
いう。

　 　  
２）２００４年１１月インタビュー　Ｋ氏



転先のことを考えながら技術ノウハウを伝えるこ

とが大切である。

 （ ４ ） 　高コンテクストの有無
　図５に示すように、高コンテクストの有無に対
しては、複雑性からの有意な影響がなく、仮説３

は支持されなかった。複雑性が高くなるほどコン

テクストも高くなると思われたが、この傾向は見

られなかった。また、ajd R2が .０４と非常に小さく、
分析精度が低いことから、この分析結果は採用さ

れないと判断する。

　この理由として、高コンテクストの有無の平均

値は、表８で示すように ave が３.９３と高く、もと
もと製品開発には、形式化が難しいという開発担

当者の認識があり、組織構造や管理者行動からの

影響は見られなかったと考えられる。なぜなら、

情報の伝達や共通化にモデリング促進が影響して

おり、担当者の能力やつながりの高さから、高コ

ンテクスト情報への対応が行なわれていることが

考えられるからである。

 （ ５ ） 　伝達後の再確認
　図６に示すように、伝達後の再確認に対しては、
革新指向性という因子からの影響を受けているこ

とがわかった。この因果関係は、当初予想してい

なかったことである。

　このことから、伝達後の再確認とは、メンバー

間で互いに確認し合い学習することであり、革新

的行動を起こして切磋琢磨することで自己の専門

能力を高める場であると解釈することができる。

 （ ６ ） 　IT の活用
　IT の活用に注目すると、図７に示すように、革
新指向性と公式化からの有意な影響があった。IT
の活用に対して、革新的行動が強い影響を与えて

いた。

　このことは、革新指向性という新しいやり方へ

の取り組みによって得られた情報や知識は、並行

プロジェクトまたは、将来のプロジェクトに活か

すため、公式化という規則や手順となり、IT へ蓄
積されるというプロセスが行なわれていると解釈

できる。また、IT によって、開発メンバーが新し
く得た事実とこれまで蓄積してきた情報とを照ら

し合わせながら、開発を進めている姿が見えてく

る。

　すなわち、製品開発においては、IT は欠かすこ
とのできない道具であり、IT を通じて得られた情
報をもとに、技術者間のコミュニケーションが行

なわれていると考えられる。

 （ ７ ） 　情報の分布
　図８に示すように、情報の分布に対しては、モ
デリング促進という因子から有意な影響を受けて

いることがわかった。しかし、表８で示すように

ajd R2が .０１と非常に低く、因果関係を示すには十
分でない。このことから、この２変数間の因果関

係は採用されないと判断する。

　情報の分布に影響が見られるモデリング促進は、

情報の伝達や共通化に対しても強く作用し、これ

らとの因子寄与率の差を考慮すると、情報の分布
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図５　高コンテクスト有無への影響
出典：筆者作成。

図６　伝達後の再確認への影響
出典：筆者作成。

図７　IT の活用への影響
出典：筆者作成。

図８　情報の分布への影響
出典：筆者作成。



における ajd R2は上がらなかったと考えられる。

 （ ８ ） 　まとめ
　ここで、マルチプロジェクト管理に対して組織

構造と管理者行動がどのように設定すればよいの

かをまとめる。

　マルチプロジェクト管理は、複数のプロジェク

ト間での情報や知識の伝達を高めることがねらい

である。その理由は、開発の上流で技術の展開を

考えなければならないが、まわりからの情報には

まだ曖昧で完全な形で提供してくれないという背

景があるからである。

　製品開発の組織は、経験で得た情報を文章や基

準に残していくという公式化が高く、各自の責任

を明確にし、自分の担当する職務の役割認識が高

いことである。

　また、管理者行動においては、部下やまわりの

考えを理解し尊重するという配慮を行い、互いの

人間関係を保つこと。そして、新しい提案やアイ

デアに対して積極的に取り組むことが明らかに

なった。

１２．結　　論

 （ １ ） 　本研究の含意と提言
　a．理論的含意
　マルチプロジェクト管理における先行研究では、

管理者の調整行動、複数責任体制、IT の活用が、
情報や知識の伝達・伝承を促進し、製品開発の生

産性に対して影響を与えるとされていた。

　調査の結果、マルチプロジェクト管理における

組織では、組織の権限委譲は進み、組織メンバー

の役割認識が高くなることがわかった。そのこと

がプロジェクト間の共通化を進めることが示され

た。

　また、マルチプロジェクト管理において、管理

者の部門間の調整行動が重要であることも明らか

にすることができた。

　加えて、先行研究では示されなかったこととし

て、公式化という規則や手順の整備を高めること、

情報の伝達や ITの活用を促進すること、管理者の
組織内への行動がマルチプロジェクト管理に影響

することがあげられる。この２つを示すことがで

きたことは、マルチプロジェクト管理に対する有

意義な理論的含意といえる。

　b．実践的含意
　役割認識や公式化は、管理者行動の配慮や革新

指向性とともにプロジェクト間の知識の伝達や伝

承に影響することが明らかになった。この状態を

あらわす具体的事例として、共同開発における問

題解決プロセスが導き出された。すなわち、この

プロセスが製品開発の性能品質を高めるものであ

り、実践的含意を示したといえる。

　c．製品開発の生産性向上への提言
　まず、製品開発の生産性向上につながる情報の

伝達を高めるためには、まわりとの積極的な連携

と、組織内の目標への理解と継続が重要であるこ

とを提言する。つまり、コア技術を他のプロジェ

クトに移転するには、開発メンバー同士が問題解

決に取り組むことが重要である。管理者としては、

部門間や担当者間の意見を共有するような場を設

けていくことが重要である。

　また、プロジェクト間の共通化を促進するため

には、自己の職務に対する役割認識が重要である。

技術統合という複雑で高度な擦り合わせが要求さ

れるなか、ある分野だけに特化した専門能力だけ

でなく、コア技術を移転するときに、考えられる

状況を協力者と共に洗い出し、解決するための工

夫が求められる。

　d．地域経済への貢献
　今回の研究活動によって、複数のプロジェクト

間での情報の伝達を高めるためには、組織の公式

化と自己の役割認識を高め、管理者は、部下やま

わりとの人間関係を良好になるよう行動し、新た

な技術開発に積極的に取り組むことが重要である

ことがわかった。

　これは、製造業における研究開発部門での情報

や知識の伝達を促進することである。この本稿の

結果を地域経済への応用を考えたとき、広島とい

う製造業（電気機械、輸送用機械、鉄鋼）の多い

地域に展開することで、広島という地域産業にお

いて、高い技術を開発することができるものと考

える。

 （ ２ ） 　今後の課題
　最後に、本研究におけるいくつかの限界を述べ

る。

① 本研究では、一時点で実施された質問票調査
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にもとづき、因果モデルを形成した。そのた

め、本モデルで設定された因子間の因果関係

は、あくまでも理論的仮説にもとづくもので

ある。

② 調査対象が、A 社の一部門に限られているこ
と。

③ 技術者の職務への行動要因が捉えられていな
いこと。

④ 製品開発の生産性向上と結びつけた実証が行
われていないこと。

　したがって、本研究によって、マルチプロジェ

クト管理が実証されたとはいえず、今後、製品開

発の開発ステージに伴う意識の変化など、継続的

で広範囲な調査が必要である。
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Factor affecting to productivity improvement
in product development project

: It centers on Organization structure and Manager action.

Satoshi ARAI
Yasuhiko HARAGUCHI

ABSTRACT

　In order to survive the competition of today’s industries, it is required to develop products continuously 
with more personal values in shorter development period. Many companies are working on piloting the 
idea of sharing technical outcomes learned from individual project with others within their organization. 
Thus the optimization of total knowledge management is required instead of individual project 
optimization. However, adapting to this type of thinking is difficult in managing coordination by trial and 
error because parts combined industrial products are systems containing complicated technical factors.
　In this research, we studied the correlation between organization structures and leaderships in 
managing knowledge of different projects.

KEYWORD: Project management, Organization structure, Manager action


